
陸上自衛官出勤簿整備規則 

昭和 33 年 10 月 13 日 

陸上自衛隊達第 24―３号 

 

改正 昭和 34 年４月 17 日達第 40―21―１号 昭和 36 年 ５月 22日達第   122―32 号 

  昭和 36 年９月 30 日達第  122―35 号 昭和 57 年 11 月 18 日達第 24―３―１号 

  平成 元年１月 19 日達第 24―３―２号 平成 ４年 ４月 22日達第 24―９―８号 

  平成 11 年３月 25 日達第  122―150 号 平成 19 年 １月９日達第  122―215 号 

 平成 20 年７月 10 日達第 24―３―３号 平成 20 年 ７月 23日達第 122―228 号 

 平成 21 年２月３日達第   122―230 号 平成 21 年 ４月 15日達第 24―３―４号 

 平成 23 年３月 31 日達第  122―248 号 

平成 30 年３月 27 日達第  122―292 号     

平成 23 年 ４月 １日達第    32―19 号   

平成 31 年 ４月 19日達第  122―302 号          

 令和 ３年３月 15 日達第  122―315 号  

       

 陸上自衛官出勤簿整備規則を次のように定める。 

陸上幕僚長 陸将 杉山  茂 

 

 陸上自衛官出勤簿整備規則 

 

（目的） 

第１条 この規則は、防衛省職員給与簿規則（昭和 30 年防衛庁訓令第 12 号）第

５条に掲げる営舎外居住の陸上自衛官（以下「営外居住自衛官」という。）の

勤務状況を管理するため作成する記録（以下「出勤簿」という。）の整備、取

扱い等必要な事項を定めることを目的とする。 

（出勤簿） 

第２条 営外居住自衛官については、出勤簿（様式及び記入要領は別紙第１を例

とし、その記入例は別紙第２）を整備しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず部隊（陸上総隊司令部、方面総監部、師団司令部及

び旅団司令部を除く。）に勤務する営外居住自衛官については、人事発令、個

別命令、旅行命令、人事日報、特別勤務割出表、休暇簿等勤務を管理する記録

をもって出勤簿に代えるものとする。 

３ 出勤簿は、当該月の属する暦年の翌年１月１日から起算して５年間保管し

なければならない。 

 

 



（整備責任者） 

第３条 陸上幕僚監部、陸上総隊司令部、方面総監部、師団司令部、旅団司令

部及び機関（以下「機関等」という。）の部課室及びこれに準ずるもの（以下

「部課室等」という。）の長が指定する勤務状況管理者は、当該部課室等にお

ける出勤簿の記録整備の責任を有するものとする。 

（取扱） 

第４条 機関等の勤務状況管理者は、勤務の実態を出勤簿に記録し、毎月１回各

人に掲示し勤務状況を確認させ、部課室等の長の点検を受けるものとする。 

（行政文書の管理に関する事項） 

附 則 

この達は、昭和 33 年 12 月 16 日から施行する。 

附 則（昭和 34 年４月 17 日陸上自衛隊達第 40―21―１号） 

この達は、昭和 34 年５月１日から施行する。 

附 則（昭和 36 年５月 22 日陸上自衛隊達第 122―32 号抄） 

１ この達は、昭和 36 年５月 22 日から施行する。 

２ （省略） 

３ この達により改正された諸様式にかかる用紙類は、現に保有するものに限

り当分の間使用することができる。 

附 則（昭和 36 年９月 30 日陸上自衛隊達第 122―35 号） 

１ この達は、昭和 37 年１月 18 日から施行する。 

２ この達の施行の日から自衛隊法の一部を改正する法律（昭和 36 年法律第

126 号）附則第１項の指定日までの間は同法附則第２項前段の規定により、

なお存続する管区隊又は混成団については、この達による改正前の陸上自衛

隊達の規定はなおその効力を有する。 

附 則（昭和 57 年 11 月 18 日陸上自衛隊達第 24―３―１号） 

この達は、昭和 58 年１月１日から施行する。 

附 則（平成元年１月 19 日陸上自衛隊達第 24―３―２号） 

１ この達は、平成元年１月 19 日から施行し、同年１月８日から適用する。 

２ この達施行の際、現に保有する旧様式の用紙は所要の修正を行い使用する

ものとする。 

附 則（平成４年４月 22 日陸上自衛隊達第 24―９―８号抄） 

１ この達は、平成４年５月１日から施行する。 

附 則（平成 11 年３月 25 日陸上自衛隊達第 122―150 号） 

この達は、平成 11 年３月 29 日から施行する。 

附 則（平成 19 年１月９日陸上自衛隊達第 122―215 号） 

この達は、平成 19 年１月９日から施行する。 



附 則（平成 20 年７月 10 日陸上自衛隊達第 24―３―３号） 

１ この達は、平成 20 年７月 10 日から施行する。 

２ この達の施行の際、現に保有している旧様式の用紙類は、当分の間、内容

を修正して使用することができる。 

附 則（平成 20 年７月 23 日陸上自衛隊達第 122―228 号） 

この達は、平成 20 年７月 23 日から施行する。 

附 則（平成 21 年２月３日陸上自衛隊達第 122―230 号） 

この達は、平成 21 年２月３日から施行する。 

附 則（平成 21 年４月 15 日陸上自衛隊達第 24―３―４号） 

この達は、平成２１年４月１５日から施行し、平成２１年４月１日から適用す

る。 

附 則（平成 23 年３月 31 日陸上自衛隊達第 122―248 号） 

この達は、平成 23 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 23 年４月１日陸上自衛隊達第 32―19 号） 

この達は、平成 23 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 30 年３月 27 日陸上自衛隊達第 122―292 号） 

 この達は、平成 30 年３月 27 日から施行する。 

附  則（平成 31 年４月 19 日陸上自衛隊達第 122―302 号） 

１  この達は、平成３１年５月１日から施行する。 

２  この達施行の際、現に保有する旧様式の用紙類は所要の修正を行い使用す 

ることができる。 

附 則（令和３年３月１５日陸上自衛隊達第 122―315 号） 

１ この達は、令和３年４月１日から施行する。  

２ この達の施行の際、現に存するこの達による改正の前の様式（以下「旧様 

式」という。）により使用されている書類は、この達による改正後の様式に 

よるものとみなす。  

３ この達の施行の際、現に存する旧様式による用紙については、当分の間、

これを修正の上使用することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別紙第１ 

確認 



記 入 要 領 

 

１ 休曜日、祝日、振替休日及び祝日に挟まれた休日で勤務をしなかった場合は空欄とする。 

２ 出勤とは、出張の場合を除き、その日の通常の勤務時間を完全に勤務したことをいい、訓練、会議、調査等勤務態様 

のいかんにかかわらない。 

３ 出張とは、旅行命令に基づく出張の日をいう。 

４ １時間等毎を単位とした年次休暇、病気休暇、特別休暇又は介護休暇の場合は、ネ、ヒ、ト又はカの記号及び取得時 

間を記入する。４時間を単位とした代日休養の場合には、その日の課業開始から連続する４時間を取得する場合は上段 

に、課業終了に連続する４時間を取得する場合は下段に代４ｈと記入するとともに、勤務した時間を表すために下段又 

は上段に○印の記号を併記する。また、１日に２種類以上の休暇が重なった場合は、それぞれネ、ヒ、ト等の記号を併 

記する。 

５ 派遣、入所、入校、教育入隊、臨時勤務及び共同機関、海上自衛隊、航空自衛隊への補職（以下「派遣等」とい 

う。）並びに休職等のため、一定の期間又は長期にわたり不在となる場合は、当該期間に横線を引き、派遣等先、不在 

の事由を注記する。 

６ 異動（移動）とは、転任、派遣等による異動（移動）中をいう。 

７ 転出、退職及び死亡の場合は、当該発令又は死亡の日にその旨略記し、翌日以降の記入欄は斜線をもって抹消するも 

のとする。 

８ 採用、転任、派遣等、休職、復職、退職、停職、育児休業、育児短時間勤務及び育児時間等は根拠となる人事発令、 

個別命令（必要により要旨）等を備考欄に記入するものとする。 

 

 

 

 



 

 

別紙第２ 

確 

認 
 

 
 

 
 

 
 


